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項　　　目 注　　　記　　　事　　　項

⑵　法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因

　11　持分法損益等
　　　に関する注記

法定実効税率
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目
受取配当金等永久に益金に算入されない項目
事業分量配当金
評価性引当額の増減
その他

税効果会計適用後の法人税等の負担率

　キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）の範囲は、貸借対照表上の「現金」な
らびに「預け金」中の当座預け金、普通預け金および通知預け金であります。

　12　キャッシュ・
　　　フロー計算書に
　　　関する注記

27.7

0.3
△3.5
△12.2
0.4

△0.3

12.4

％　
　
％　
〃　
〃　
〃　
〃　

〃　

　関連法人等に対する投資の金額
　持分法を適用した場合の投資の金額
　持分法を適用した場合の投資損失の金額

　関連法人等に持分法を適用した場合の投資損益等は次のとおりであります。

60
222
△17

百万円
　〃　
　〃　

168
16
714
30
7

188
546
13

1,685
△716
969

△376
△22
△399
570

百万円
　 〃　
　 〃　
　 〃　
　 〃　
　 〃　
　 〃　
　 〃　
　 〃　
 〃　
〃　
　

百万円
　 〃　
　 〃　
　 〃　

繰延税金資産
　退職給付引当金超過額
　賞与引当金超過額
　相互援助積立金超過額
　未払事業税
　役員退職慰労引当金超過額
　支払奨励金の未払利息
　繰延ヘッジ損益
　その他
繰延税金資産小計
評価性引当額
繰延税金資産合計　　（Ａ）
繰延税金負債
　その他有価証券評価差額金
　外債未収利息
繰延税金負債合計　　（Ｂ）
繰延税金資産の純額　（Ａ）＋（Ｂ）

⑴　繰延税金資産および繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等　10　税効果会計に
　　　関する注記
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利益総括表

事業純益

（注）「単体自己資本比率」は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成18年金融庁・農林水産省告示第２号）に基づき算出して
　　　おります。

（ 　　　　　 ）（ 　　　　　 ）（ 　　　　　 ）（ 　　　　　 ）

最近の5事業年度の主要な経営指標
（単位：百万円、口、人、％）

項　　　目
経 常 収 益
経 常 利 益
当 期 剰 余 金
出 資 金
（ 出 資 口 数 ）
純 資 産 額
総 資 産 額
貯 金 等 残 高
貸 出 金 残 高
有 価 証 券 残 高
剰 余 金 配 当 金 額
普 通 出 資 配 当 額
後 配 出 資 配 当 額
事 業 分 量 配 当 額

職 員 数
単 体 自 己 資 本 比 率

令和２年度
16,608
3,791
3,388
43,010

8,602,087
118,323
1,827,029
1,675,755
100,269
587,413
2,715
623
179
1,912
134
16.31

令和元年度
17,893
4,191
3,692
43,010

8,602,087
106,411
1,791,949
1,651,392
92,746
543,807
2,702
623
179
1,899
121
16.81

令和３年度
16,775
4,750
4,082
43,010

8,602,087
115,282
1,808,759
1,674,847
93,526
622,431
2,722
623
179
1,920
132
16.65

令和４年度
18,150
4,266
3,737
43,010

8,602,087
106,433
1,746,397
1,629,348
96,785
608,615
2,685
623
179
1,882
132
17.15

（ 　　　　　 ）

令和５年度
18,687
3,590
3,090
43,010

8,602,087
119,955
1,721,309
1,585,506
115,619
548,458
2,547
623
179
1,744
137
17.65

損益の状況

3,750

△ 97

1,506

5,158

0.32

2,551

△ 15

△ 3,021

△ 485

△ 0.02

資　金　運　用　収　支

役　務　取　引　等　収　支

そ　の　他　事　業　収　支

事 　 業 　 粗 　 利 　 益

（事　業　粗　利　益　率）

（単位：百万円、％）

項　　　目 令和５年度

1,198

△ 82

4,528

5,644

0.34

令和４年度 増　　減

（　　　） （　　　） （　　　）
（注）１．資金運用収支＝資金運用収益－（資金調達費用－金銭の信託運用見合費用）
　　　２．役務取引等収支＝役務取引等収益－役務取引等費用
　　　３．その他事業収支＝その他事業収益－その他事業費用

４．事業粗利益＝資金運用収支＋役務取引等収支＋その他事業収支
５．事業粗利益率＝事業粗利益／資金運用勘定平均残高×１００

3,147

3,160

2,654

1,591

△ 463

△ 450

2,580

△ 1,121

（単位：百万円）

項　　　目 令和５年度

3,611

3,611

74

2,712

令和４年度 増　　減

（注） １．事業純益＝事業収益ー（事業費用－金銭の信託運用見合費用）－一般貸倒引当金繰入額
２．実質事業純益＝事業純益＋一般貸倒引当金繰入額
３．コア事業純益＝実質事業純益－国債等債券関係損益
　　国債等債券関係損益は、国債等債券売却益、国債等債券償還益、国債等債券売却損、国債等債券償還損、国債等債券償却を通算した損益であります。

事 業 純 益

実 質 事 業 純 益

コ ア 事 業 純 益

コア事業純益（投資信託解約損益を除く）

財

　務

　諸

　表

損
益
の
状
況
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資 金 運 用 勘 定

う ち 預 け 金

う ち 有 価 証 券

う ち 貸 出 金

資 金 調 達 勘 定

う ち 貯 金 ・ 定 積

う ち 譲 渡 性 貯 金

う ち 借 用 金

経 費

資 金 調 達 原 価 率

総 資 金 利 ざ や

項　　　目
令和５年度

平均残高

1,600,079

933,668

573,097

92,903

1,572,124

1,580,332

23,466

4,969

利　息

11,580

4,578

6,076

922

7,830

8,009

3

－

利回り

0.726

0.492

1.063

0.995

0.499

0.508

0.013

0.000

0.625

0.101

平均残高 利　息 利回り

－

－

－

－

1．総資金利ざや＝資金運用利回り－資金調達原価率
　資金調達原価率＝（資金調達費用＋経費－金銭の信託運用見合費用）／（資金調達勘定平均残高－金銭の信託運用見合額） × 100
　資金調達費用＝貯金利息＋譲渡性貯金利息＋売現先利息＋債券貸借取引支払利息＋借用金利息＋金利スワップ支払利息
　　　　　　　　＋その他支払利息（支払雑利息等）
　資金調達勘定平均残高＝貯金＋譲渡性貯金＋売現先勘定＋債券貸借取引受入担保金＋借用金＋その他（貸付留保金、従業員預り金等）

2．資金運用勘定の｢うち預け金｣の利息には、受取奨励金および受取特別配当金が含まれております。
3．資金調達勘定の「うち貯金･定積」の利息には、支払奨励金が含まれております。
4．資金調達勘定計の平均残高および利息は金銭の信託運用見合額および金銭の信託運用見合費用を控除しております。

（注）

（単位：百万円、％）

1,998

令和４年度

1,650,147

949,345

606,444

93,983

1,622,399

1,620,442

25,588

7,607

9,255

5,070

3,265

917

8,057

8,209

3

－

0.561

0.534

0.538

0.976

0.497

0.507

0.013

0.000

0.622

△ 0.061

2,032

（単位：百万円）

受 取 利 息

う ち 預 け 金

う ち 有 価 証 券

う ち 貸 出 金

支 払 利 息

う ち 貯 金 ・ 定 積

う ち 譲 渡 性 貯 金

う ち 借 用 金

差　引

令和５年度増減額項　　　目

2,325

△ 491

2,811

4

△ 226

△ 199

△ 0

－

2,551

令和４年度増減額

△ 2,304

△ 789

△ 1,532

17

△ 539

△ 509

0

－

△ 1,765
1．増減額は前年度対比であります。
2．受取利息の｢うち預け金｣には、受取奨励金および受取特別配当金が含まれております。
3．支払利息の「うち貯金･定積」には、支払奨励金が含まれております。
4．支払利息計の増減額は金銭の信託運用見合費用控除後の支払利息額の増減額であります。

（注）

資金運用収支の内訳

受取・支払利息の増減額

損
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